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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

総合研究報告書 

 

小児・AYA世代のがん患者等に対する妊孕性温存療法の 

エビデンス確立を目指した研究―安全性と有効性の創出を目指して 

 

鈴木 直  聖マリアンナ医科大学 主任教授 

 

要旨 

本邦では、がん・生殖医療領域に特化した唯一の学術団体である日本がん・生殖医療研究会（現・

一般社団法人日本がん・生殖医療学会）が 2012年に設立され、2014年以降厚生労働省科学研究費

研究班と共同で、（1）全国のがん・生殖医療ネットワークの構築、（2）がん・生殖医療に関わる人

材育成（認定がん・生殖医療ナビゲーター制度やがん・生殖医療専門心理士認定制度の構築等）を

通じて、本領域の均てん化が進んできた。さらに、日本がん・生殖医療学会は厚生労働科学研究費

補助金による研究班の協力を得て、日本がん・生殖医療登録システム（JOFR: Japan Oncofertility 

Registry）を 2018年に構築した。JOFRの構築によって、がん・生殖医療の二つのアウトカム（が

ん側と生殖側）を検証することが可能となり、最終的には患者の命を守り（安全性）かつ技術革新

（有効性）を図ることができる。 

一方、日本癌治療学会が本領域の診療ガイドラインを 2017 年に刊行して以来（2024 年 12 月に改

訂版発刊）、がん治療と妊孕性温存療法に要する費用が経済的な負担となる患者に対する妊孕性温

存療法への国と地方自治体による経済的支援が進み、2021 年 4 月から公的な研究促進事業として

の経済的支援（小児・AYA 世代のがん患者等の妊孕性温存療法研究促進事業）が開始された。そし

て、2022年 4月からは新たに、温存後生殖補助医療に対する経済的支援が追加された。 

がん・生殖医療は、対象が「がん患者」であることから、何よりもがん医療側のアウトカムとして、

再発や生存の有無の把握が重要である。さらに、生殖医療側のアウトカムとして、妊娠・分娩に関

する妊孕性温存に係るエビデンスの集積が必須となる。不妊症患者に対する、生殖医療との大きな

違いは、対象患者が「がん患者」である事から、原則としてがん医療が優先されること、また原疾

患に対する長期の経過観察に伴って妊孕性温存検体が長期に保管され、検体が利用される時期が不

確実であることである。現在、不妊症患者に対する生殖医療における胚（受精卵）、未受精卵子、

精子凍結のエビデンスは確立されているが、本邦よりも 10 年ほど早くがん・生殖医療が導入され

た欧米においても、凍結保存から利用まで 10 年ほどの時間がかかる本領域のエビデンスが最近集

積されつつある現状である。本研究班が、本研究促進事業を全国に展開することで、本邦における

小児・AYA世代がん患者等に対する妊孕性温存療法に係る臨床データ等を収集並びに解析が可能と

なる。本研究の成果が、本邦におけるがん・生殖医療における安全性（がん医療側のアウトカム）

と有効性（生殖医療側のアウトカム）のエビデンスを創出することができる。 

そこで、本研究班では以下の課題に関する研究を実行した；研究① 国の小児・AYA世代のがん患者

等の妊孕性温存療法研究促進事業の円滑な牽引と国民への周知、研究② 日本産科婦人科学会、日

本泌尿器科学会及び日本がん・生殖医療学会と連携して、本事業に参加する各々の学会が認定する
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認定施設（学会認定施設）の本事業協力施設認定、研究③ 日本がん・生殖医療学会が進める国の

委託事業（JOFR、FSリンク等）に関連する研究。 

研究の結果、日本産科婦人科学会、日本泌尿器科学会、そして日本がん・生殖医療学会と協力しつ

つ、本研究班が本研究促進事業を牽引することで、本邦における小児・AYA世代がん患者等に対す

る妊孕性温存療法に係る研究促進事業により収集した臨床データ等を解析し、本邦におけるがん・

生殖医療における安全性（がん医療側のアウトカム）と有効性（生殖医療側のアウトカム）に繋が

るエビデンスの集積に向けた体制を構築することができた。さらに、新たに追加支援となった、温

存後生殖補助医療に関する情報発信を行うこともできた。又、JOFRのデータを用いた研究の結果、

2023 年は年間 1,311 人（男性 641 人、女性 670 人）に達しており、妊孕性温存療法を実施した患

者数が年々増加していることが明らかとなった。なお、男女それぞれでの最多年齢層は 25-29歳と

35-39歳、最も多い原疾患は造血器悪性腫瘍と乳がんだった。男性では主に射出精子による精子凍

結が実施され、女性では卵子凍結、胚凍結、卵巣組織凍結の順で実施されていた。また、43歳以上

の男性登録症例 428 人のうち、検体凍結例は 360 人（精子凍結 354 人、TESE 6 人）であり、妊孕

性温存療法実施時の年齢は中央値 47歳（範囲 43-87歳）であった。挙児を得た男性は 35人（精子

凍結 34人、TESE 1人）であり、そのうち 21人(検体凍結例の 6%に相当)は凍結検体を用いた不妊

治療（全例生殖補助医療）により、残りの 14 人は凍結検体を用いず挙児を得ていた。凍結検体を

使用した 41人（精子凍結 40人、TESE 1人）の初回使用時の年齢は中央値 47歳（43-58歳）であ

り、そのうち 2 人は人工授精に、39 人は生殖補助医療に使用していた。検体利用率は 11%であっ

た。一方、助成金の現状を調査した結果、本邦の小児・AYA世代のがん患者等の妊孕性温存療法に

係る費用の約 3分の 2が公的助成により賄われ、残りの約 3分の 1が患者の自己負担であることが

明らかになった。そして、本試算に基づき、妊孕性温存療法に対する公的助成制度を維持するため

の費用は年間約 44 億円となると推定された。小児・AYA 世代のがん患者に対する本研究促進事業

の支援体制をさらに整備することは、若年がんサバイバーの QOL向上に不可欠であることから、本

研究の試算結果に基づき公的助成の拡充と継続的支援を推進することで、経済的理由により妊孕性

温存を断念することのない社会の実現が期待される。なお、がん対策推進を志向した政策提言を以

下に記す。 

政策提言； 

（１） がん診療拠点病院等において、がん治療医から治療による妊孕性に与える影響や妊孕性温

存療法に関して、的確なタイミングで確実な情報を患者に提供できる体制の構築を引き続

き強く要望する 

（２） 小児がん診療拠点病院等において、がん治療医から治療による妊孕性に与える影響や妊孕

性温存療法に関して、的確なタイミングで確実な情報を医療従事者と共に患者に提供でき

る体制の構築を引き続き強く要望する 

（３） がん・生殖医療の地域格差解消の施策として、すでに 47都道府県にはがん・生殖医療ネッ

トワークが存在することから、各ネットワークの窓口となる自治体のさらなる協力を引き

続き強く要望する。特に、小児・思春期がん患者に対しては、ブロック毎のがん・生殖医

療連携の検討が急務である 

（４） 妊孕性温存療法のアクセスや質の向上にむけて、JOFRデータを用いたさらなるエビデンス
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構築や公的助成の適応範囲（疾患、治療、年齢など）の検証が必須である 

（５） 妊孕性温存療法に係る患者負担額は生殖医療施設によって異なるが、妊孕性温存療法を必

要とする患者の医療へのアクセスを確保するためには、費用の均等化、助成の継続ならび

に保険適用の導入（受精胚凍結ならびに精子凍結）が望まれる 

（６） 43歳以上の凍結融解胚移植妊娠は、周産期転帰の視点では自然妊娠群と比べリスクは高く

ない可能性が示唆された。周産期医療の逼迫に繋がらないよう十分に考慮した上で、本研

究促進事業の年齢上限の再考が望まれる。一方、男性における公的助成の対象年齢の拡大

については、現状の 43歳未満の実態と比較しつつ今後慎重に検討する必要がある。 

 

研究分担者 

森重 健一郎（地方独立行政法人大阪府立病院機

構大阪急性期・総合医療センター） 

髙井 泰（埼玉医科大学） 

古井 辰郎（東海国立大学機構岐阜大学） 

小野 政徳（東京医科大学） 

渡邊 知映（昭和医科大学） 

湯村 寧（横浜市立大学） 

清水 千佳子（国立研究開発法人国立国際医療研

究センター） 

片岡 伸介（東海国立大学機構名古屋大学） 

宮地 充（京都府立医科大学） 

末永 潤（横浜市立大学） 

中山 タラント ロバート（慶應義塾大学） 

藤井 伸治（岡山大学） 

堀江 昭史（公益財団法人田附興風会医学研究所） 

原田 美由紀（東京大学） 

寺下 友佳代（北海道大学） 

安岡 稔晃（愛媛大学医学部附属病院） 

桂木 真司（宮崎大学） 

銘苅 桂子（琉球大学病院） 

前田 尚子（名古屋医療センター） 

浦田 陽子（国立成育医療研究センター） 

河井 孝夫（東京大学医学部附属病院） 

岩端 威之（獨協医科大学） 

蘆澤 正弘（自治医科大学） 

伊澤 直樹（聖マリアンナ医科大学） 

秋定 直樹（国立がん研究センター東病院） 

 

Ａ．研究目的 

本邦のがん・生殖医療における安全性（がん医療

側のアウトカム）と有効性（生殖医療側のアウト

カム）に繋がるエビデンスの集積 、適切な長期検

体保存体制の検証ならびに構築 、がん・生殖医療

に関わる全国の医療機関の医療の質向上を目的と

する。なお、研究③に関する目的をさらに個別に

以下に記す。 

研究③-1 JOFR データを用いた臨床研究：JOFR 登

録データと ART 登録データを連結し、生児獲得を

含む妊孕性温存療法および温存後生殖補助医療の

実態を明らかにすることで、これらの医療の有効

性・安全性に関する包括的なエビデンスを継続的

に創出することを目的とする。研究③-2妊孕性温

存に係る治療費並びに温存後生殖補助医療等に係

る治療費等の調査研究：最新の全国登録データお

よび実臨床データに基づき、妊孕性温存療法なら

びに温存後生殖補助医療に対する年間公的助成額

の精緻な再試算を行うとともに、患者負担の実態

および施設間格差を明らかにし、今後の制度設計

に資するエビデンスを構築することを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

研究① 国の小児・AYA世代のがん患者等の妊孕性

温存療法研究促進事業の円滑な牽引と国民への周

知：1）研究班の websiteの「妊孕性温存実施施設

（研究協力施設）を探す」（http://outcome2021.o

rg/）のページの更新業務を実施する。2）研究班参

加施設の認定事業を実施する。 
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研究② 日本産科婦人科学会又日本泌尿器科学

会、日本がん・生殖医療学会と連携して、本事業

に参加する各々の学会が認定する認定施設（学会

認定施設）の本事業協力施設認定：1）日本産科

婦人科学会臨床倫理監理委員会のがん・生殖医療

施設認定小委員会（https://www.jsog.or.jp/mod

ules/committee/index.php?content_id=186） 

2）日本泌尿器科学会（https://www.urol.or.jp/s

ociety/cryopreservation/）、3）日本がん・生殖

医療学会 JOFR 管理運営委員会（http://www.j-sf

p.org/about/registry.html）と連携し、本研究促

進事業に参加する施設情報を共有する。そして、

適宜「妊孕性温存実施施設（研究協力施設）を探

す」（http://outcome2021.org/）のページの更新

を行う。 

研究③ 日本がん・生殖医療学会が進める国の委

託事業（JOFR、FSリンク等）に関連する研究；

研究③-1 JOFRデータを用いた臨床研究：日本が

ん・生殖医療学会が運用する日本がん・生殖医療

登録システム（JOFR）に登録されたデータを用

い、がん生殖医療の実態と現在の課題を把握し今

後の最適化を考えるために記述研究を行った。ま

た、43歳以上の男性の妊孕性温存療法の実態に

ついても記述研究を行い、男性の妊孕性温存療法

の公的助成年齢の拡大の是非についても検討を行

った。具体的には、研究③-1-1：2024年 5月ま

でに登録された妊孕性温存療法の登録データ全症

例を抽出し、2023年 12月までに初診となった症

例に絞り解析を行った。研究③-1-2：2024年 5

月までに登録された 43歳以上の男性の妊孕性温

存療法の登録データ解析を行った。 

研究③-2妊孕性温存に係る治療費並びに温存後生

殖補助医療等に係る治療費等の調査研究：我が国

における小児・AYA 世代がん患者に対する妊孕性

温存療法および温存後生殖補助医療（温存後 ART）

に要する費用を基に、公的助成制度導入時の想定

助成総額を推計することを目的として、以下の手

順で実施した。 

1. データ収集：妊孕性温存療法および温存後 ART

の各手技における実績件数および想定件数を、以

下の公的・学術的情報源に基づき収集した。 

・JOFR：2022年登録症例数に基づき、妊孕性温存

療法の年間実績を集計。 

・過去の文献報告および助成制度資料：Pink Ring・

聖路加国際大学による実態調査報告（2017）、厚生

労働省のがん対策事業関連資料。 

2. 妊孕性温存療法および温存後 ART の試算件数

の算出：JOFR登録データ(2022年)をもとに、以下

の治療法ごとに年間助成回数を算出した。 

・胚凍結、未受精卵子凍結、卵巣組織凍結、卵巣組

織移植、精子凍結、TESE（精巣内精子採取術） 

温存後の生殖補助医療については、凍結保存され

た胚、卵子、卵巣組織、精子のそれぞれにおいて、

1 人あたり 6 回の温存後 ART 実施を前提とした推

定を行った。 

3. 単価の設定と費用算出：厚生労働省が実施して

いる現行の公的助成制度の金額設定をもとに、以

下のように 1件あたりの助成額を設定した。 

・胚凍結：35万円／回、未受精卵子凍結：20万円

／回、卵巣組織凍結・移植：40万円／回、精子凍

結：2.5万円／回、TESE：35万円／回 

温存後 ARTにおいても、同等の助成金額で設定し、

治療回数との積算により助成金額を算出した。 

4. 若年子宮体癌患者への助成拡張試算：これまで

助成対象外であった若年子宮体癌患者を新たに想

定対象として加え、将来的な助成拡大を見込んだ

上での追加試算を行った。 

5. 合計費用および制度設計への反映：全体の助成

対象治療数と単価を掛け合わせることで、年間の

公的助成総額を試算した。 

6. 妊孕性温存ならびに温存後 ART に要する患者

支払い額に関する全国調査：日本産科婦人科学会

あるいは日本泌尿器学会の妊孕性温存療法実施医

療機関認定医療機関を対象とした患者支払い額に

関する全国調査を行った。 
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（倫理面への配慮） 

研究③-1の「患者の登録」は、各施設の倫理委員

会での承認又は東北大学の倫理委員会による一括

審査を受けて承認された（倫理審査番号：

UMIN000045292）。 

研究③-2は東京医科大学医学倫理審査委員会の承

認（承認番号 T2023-0129）を得て実施した。 

 

Ｃ．研究結果 

研究① 国の小児・AYA世代のがん患者等の妊孕

性温存療法研究促進事業の円滑な牽引と国民への

周知：1）研究班の website の「妊孕性温存実施

施設（研究協力施設）を探す」

（http://outcome2021.org/）のページの更新業

務を行った。2）研究班参加施設の認定事業を実

施した。本年度は、6施設を新たに研究班参加施

設として認定し、参加施設は計 207施設となった

（資料①）。なお、日本産科婦人科学会、日本泌

尿器科学会並びに日本がん・生殖医療学会と、本

研究班の協力施設に関する情報を共有した。 

 

研究② 日本産科婦人科学会、日本泌尿器科学会及

び日本がん・生殖医療学会と連携して、本事業に

参加する各々の学会が認定する認定施設（学会認

定施設）の本事業協力施設認定：1）日本産科婦人

科学会臨床倫理監理委員会のがん・生殖医療施設

認定小委員会、2）日本泌尿器科学会、3）日本が

ん・生殖医療学会 JOFR 管理運営委員会と連携し、

本研究促進事業に参加する施設情報を共有した。

又、「妊孕性温存実施施設（研究協力施設）を探す」

（http://outcome2021.org/）のページの更新を行

った。 

 

研究③-1 JOFRデータを用いた臨床研究： 

研究③-1-1：2023 年までに初診となった症例は

11,510 人で、実際に妊孕性温存療法を実施した症

例は 9,491 人であった。妊孕性温存療法を実施し

た患者数は年々増加し、2023年は年間 1,311人（男

性 641 人、女性 670 人）に達していた。男女それ

ぞれでの最多年齢層は 25-29 歳と 35-39 歳、既婚

率は 27％と 41％、最も多い原疾患は造血器悪性腫

瘍と乳がんだった。男性では主に射出精子による

精子凍結が実施され、女性では卵子凍結、胚凍結、

卵巣組織凍結の順で実施されていた。凍結保存さ

れた検体数の中央値は、卵子が 9 個、胚が 5 個、

精子が 6 本であった。原疾患診断から妊孕性温存

療法実施までの期間の中央値は 46日（男性 27日、

女性 68日）であった。採卵を要した場合の合併症

として、卵巣過剰刺激症候群 5％、採取時の出血

0.05％、肺塞栓症 0.02％が報告された。凍結保存

検体の利用率は 9.6％（男性 8.6%、女性 10.6%）、

廃棄率は 9.9％(男性 16.3%、女性 3.7%)であった。

妊孕性温存療法後、455 人の女性および 305 人の

男性のパートナーが妊娠し、そのうち 264 人の女

性および 176 人の男性のパートナーが凍結検体を

使用した生殖補助医療での妊娠であった。 

研究③-1-2：登録症例は 428人（精子凍結 420人、

TESE 8人）であった。妊孕性温存療法実施時の年

齢は中央値 47 歳（範囲 43-87 歳）、47%が既婚、

42％に挙児希望があった。検体凍結例は 360人（精

子凍結 354人、TESE 6人）であった。挙児を得た

男性は 35人（精子凍結 34人、TESE 1人）であり、

そのうち 21 人(検体凍結例の 6%に相当)は凍結検

体を用いた不妊治療（全例生殖補助医療）により、

残りの 14 人は凍結検体を用いず挙児を得ていた。

凍結検体を使用した 41 人（精子凍結 40 人、TESE 

1 人）の初回使用時の年齢は中央値 47 歳（43-58

歳）であり、そのうち 2人は人工授精に、39人は

生殖補助医療に使用していた。検体利用率は 11%

であった。凍結検体を廃棄した 68人（精子凍結 66

人、TESE 2人）の廃棄時年齢は中央値 50歳(43-69

歳)であり、廃棄理由は、本人希望（詳細不明）（32%）、

凍結延長更新なし（24%）、死亡（22%）、挙児が得ら

れた（7%）、挙児希望がなくなった（6%）であった。

検体廃棄率は 19%であった。 

研究③-2妊孕性温存に係る治療費並びに温存後生
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殖補助医療等に係る治療費等の調査研究：妊孕性

温存療法は、患者の状況やがんの種類に応じてさ

まざまな方法が選択された。代表的な治療方法と

して、胚（受精卵）凍結、未受精卵子凍結、卵巣組

織凍結、精子凍結、精巣内精子採取術があった。各

治療法の概要と費用は以下の通りであった。 

・胚（受精卵）凍結：治療開始前に採卵し、卵子と

精子を受精させて胚を凍結保存する方法。1 回あ

たりの助成額は 35万円であり、最大 2回まで助成

対象となっている。 

・未受精卵子凍結：採卵して未受精の卵子を凍結

保存する方法であり、将来必要に応じて精子と受

精させる。助成額は 1回あたり 20万円で、最大 2

回まで助成対象となっている。 

・卵巣組織凍結及び卵巣組織再移植：卵巣の一部

を摘出し、凍結保存する。卵巣組織を再移植する

ことで妊孕性の回復を図るもので、助成額は 1 回

あたり 40万円で、卵巣組織凍結及び卵巣組織再移

植は、それぞれ 1回まで助成対象となっている。 

・精子凍結：男性患者に適用される方法で、採取

した精子を凍結保存する。助成額は 1 回あたり 2

万 5千円で、最大 2回まで助成対象となっている。 

・精巣内精子採取術(TESE)：精巣内の精子を直接

採取し凍結保存する方法であり、無精子症患者に

対応する治療法。助成額は 35万円で、最大 2回ま

で助成対象となっている。 

公的助成の試算 

試算結果 

2022年 JOFR登録症例数 

妊孕性温存療法（実績） 

胚（受精卵）凍結 338例 x 2 = 676回 

未受精卵子凍結 439例 x 2 = 878回 

卵巣組織凍結 63例 x 1 = 63回 

卵巣組織移植 1例 x 1 = 1 回 

精子凍結 730例 x 2 = 1,460回 

精巣内精子採取術による精子凍結 14例 x 1 = 14

回 

上記妊孕性温存療法後の生殖補助医療（将来試算） 

凍結した胚（受精卵）を用いた生殖補助医療 338 

x 6 = 2,028回 

凍結した未受精卵子を用いた生殖補助医療 439 x 

6 = 2,634回 

凍結した卵巣組織再移植後の生殖補助医療 63 x 

6 = 378回 

凍結した精子を用いた生殖補助医療 730 x 6 = 

4,380回 

上記に加えて、これまで助成対象となっていなか

った若年子宮体癌患者の妊孕性温存療法ならびに

妊孕性温存療法後の生殖補助医療を助成対象に加

えた。 

・若年子宮体癌罹患数ならびに助成対象の試算 

※妊孕性温存療法 

胚（受精卵）凍結 1,528回 35万円/回 5億 3,480

万円 

未受精卵子凍結 2,012回 20万円/回 4 億

240万円 

卵巣組織凍結 63回 40万円/回 2,520万円 

卵巣組織移植 1回 40万円 

精子凍結 1,460 回 2 万 5 千円/回 3,650

万円 

精巣内精子採取術 14 回 35 万円/回 490

万円 

※温存後生殖補助医療 

妊孕性温存療法後生殖補助医療（合計額試算） 

凍結した胚（受精卵）を用いた生殖補助医療 

(338+426) x 6 = 4,584回 4億 5,840万円 

凍結した未受精卵子を用いた生殖補助医療 

(439+567) x 6 = 6,036回 15億 900万円 

凍結した卵巣組織再移植後の生殖補助医療 63 

x 6 = 378回 1億 1,340万円 

凍結した精子を用いた生殖補助医療 730 x 6 = 

4,380回 13億 1400万円 

以上より、 

妊孕性温存療法（合計額） 10億 420万円 

妊孕性温存療法後生殖補助医療（合計額） 33

億 9480万円 
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総合計額（試算）43億 9,900 万円/年 

 

Ｄ．考察 

研究③-1 JOFRデータを用いた臨床研究： 

研究③-1-1：①地域差の是正、②妊孕性温存療法

実施までの期間短縮、③妊孕性温存療法合併症の

軽減を今後の課題に挙げた。今後、妊孕性温存療

法のアクセスや質の向上にむけて、JOFRデータを

用いたさらなるエビデンス構築や公的助成の適応

範囲（疾患、治療、年齢など）の検証が必要となる。 

研究③-1-2：43歳以上の男性については、検体利

用率や凍結検体を使用し挙児を得た人数の割合を

年齢別に検討する必要があるが、人数が少ないた

め正確な検討は困難である。今後、男性における

公的助成の対象年齢の拡大については、現状の 43

歳未満の実態と比較しつつ今後慎重に検討する必

要がある。 

研究③-2妊孕性温存に係る治療費並びに温存後生

殖補助医療等に係る治療費等の調査研究：・経済

的負担について：小児・AYA世代がん患者にとって、

妊孕性温存療法および温存後 ART にかかる費用が

高額であるため、多くの患者が経済的理由による

妊孕性温存を断念してきた。公的助成制度導入に

より妊孕性温存療法および温存後 ART の普及が進

んできた。 

・心理的負担について：がん治療開始前に妊孕性

について考慮することは、原疾患の治療について

の検討事項が多く、患者および家族にとって多大

な負担である。医療従事者によるサポートが十分

でない場合患者は正しい情報を得られず最適な選

択が難しくなる。公的助成制度導入により、医療

従事者による妊孕性温存療法の情報提供が容易と

なり、共有意思決定支援の普及が進んだ。 

・治療費等の今後の動向について：本試算に基づ

き、妊孕性温存療法に対する公的助成制度を維持

するための費用は年間約 44 億円となっていくと

考えられる。厚生労働省および地方自治体による

財政的支援が確保されれば、小児・AYA世代がん患

者の経済的負担を軽減し、治療を受けられる環境

が整備されることが期待される。 

 

Ｅ．結論 

日本産科婦人科学会、日本泌尿器科学会、そして

日本がん・生殖医療学会と協力しつつ、本研究班

が本研究促進事業を牽引することで、本邦におけ

る小児・AYA 世代がん患者等に対する妊孕性温存

療法に係る研究促進事業により収集した臨床デー

タ等を解析し、本邦におけるがん・生殖医療にお

ける安全性（がん医療側のアウトカム）と有効性

（生殖医療側のアウトカム）に繋がるエビデンス

の集積に向けた体制を構築することができた。さ

らに、新たに追加支援となった、温存後生殖補助

医療に関する情報発信を行うこともできた。引き

続き、厚生労働省、全国の自治体、関連学術団体と

密な連携を進めることで、エビデンス創出を目指

した国の小児・AYA 世代がん患者等に対する妊孕

性温存療法研究促進事業を推進していく。今後は、

JOFR登録データと ART登録データを連結すること

で、日本での妊孕性温存療法および温存後生殖補

助医療の包括的なエビデンス創出が継続的に可能

となる見込みである 

なお、JOFRのデータを用いた研究の結果、妊孕

性温存療法のアクセスや質の向上を志向して、

JOFRデータを用いたさらなるエビデンスの構築や

公的助成の適応範囲（疾患、治療、年齢など）の検

証が必要である。さらに、男性における公的助成

の対象年齢の拡大に関して、現状の 43歳未満の実

態と比較しつつ今後慎重に検討する必要がある。

又、日本における小児・AYA患者がん患者等の妊孕

性温存療法に係る費用の約 3 分の 2 が公的助成に

より賄われ、残りの約 3 分の 1 が患者の自己負担

であることが明らかになった。さらに、年間約 44

億円規模の公的助成により制度運用が可能である

ことが示されるとともに、患者負担および施設間

格差という新たな課題が明確となった。小児・AYA

世代がん患者に対する妊孕性温存療法および温存
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後生殖補助医療への支援は、サバイバーシップ医

療の中核をなす重要課題である。そして、患者の

負担額は生殖医療施設によって大きく異なること

が確認された。 

小児・AYA 世代がん患者に本研究促進事業の支

援体制のさらなる整備は、若年がんサバイバーの

QOL 向上に不可欠であることから、本研究の試算

結果に基づき公的助成の拡充と継続的支援を推進

することで、経済的理由により妊孕性温存を断念

することのない社会の実現が期待される。 
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の妊孕性温存に関する診療ガイドライン 2024 年

版の概要．腫瘍内科 2025. 35(2),191-195頁 

 

 2.  学会発表 

原田美由紀 がん・生殖医療連携セミナー「日本

癌治療学会妊孕性温存に関する診療ガイドライン

2024年版の解説」 東京都がん・生殖医療連携ネッ

トワークセミナー ー届けよう、がん・生殖の希

望を― 2025年 3月 

原田美由紀 妊孕性温存に関する診療ガイドライ

ン 2024 年 12 月改訂第２版ー改訂のポイントと診

療における位置づけー 埼玉医科大学総合医療セ

ンターがん診療支援室主催講演会 2025 年 2 月 w

eb 

小野 政徳, 高井 泰, 原田 美由紀, 堀江 昭史, 

戴 易丹, 菊地 栄次, 宮地 充, 山本 哲哉, 藤井
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 伸治, 梶山 広明, 真部 淳, 安岡 稔晃, 桂木 

真司, 銘苅 桂子, 前沢 忠志, 洞下 由記, 片岡 

伸介, 中山 ロバート, 中島 貴子, 木村 文則, 

清水 千佳子, 杉本 公平, 高江 正道, 湯村 寧, 

西 洋孝, 古井 辰郎, 森重 健一郎, 渡邊 知映, 

大須賀 穣, 鈴木 直．妊孕性温存に要する患者支

払い額に関する全国調査第 15回日本がん・生殖医

療学会学術集会 2025年 2 月大阪 

原田美由紀 教育講演：JOFR 登録データとガイド

ライン 2024年版から紐解くわが国におけるがん・

生殖医療の未来 第 15回日本がん・生殖医療学会

学術集会 2025年 2 月大阪  

松尾 光徳、原田 美由紀、田中 つるぎ、泉 玄太

郎、平池 修、廣田 泰、加藤元博、藤代準、大須賀

穣 当院における卵巣組織凍結の技術導入 第 15

回日本がん・生殖医療学会学術集会 2025年 2月

大阪  

原田美由紀 領域横断シンポジウム「小児・AYA世

代のがん患者等の妊孕性温存に関する診療ガイド

ライン 2024 年の解説」2024 年版の意義と改訂作

業から見えたがん・生殖医療の課題と展望 第 62

回日本癌治療学会学術集会 2024年 10月福岡 

原田美由紀 領域横断ワークショップ「女性がん

サバイバーへの産婦人科医の貢献」がん患者に対

する妊孕性温存の実際とわが国における現状 第

62 回日本癌治療学会学術集会 2024年 10月福岡 

原田美由紀 ワークショップ がん・生殖医療の

最前線の現状と課題－卵巣に着目して 「化学療

法による卵巣毒性に関する最新知見」第 42回日本

受精着床学会総会・学術講演会 2024年 8月大阪 

浦田陽子、原田美由紀、金田悠太郎、眞田裕子、鈴

木直、高井泰. 新 JOFRの現状と課題. 第 12回せ

とうち ART研究会. 2024年 9月. 丸亀 

浦田陽子、原田美由紀、河井孝夫、眞田裕子、金田

悠太郎、髙井泰、大須賀穣、鈴木直. 日本がん・

生殖医療登録システム（JOFR）の登録データを用

いた 43 歳以上の男性における妊孕性温存療法の

実態と上限年齢についての考察. 第 15 回日本が

ん・生殖医療学会. 2025年 2月. 大阪 

河井孝夫、原田美由紀、浦田陽子、眞田裕子、金田

悠太郎、髙井泰、大須賀穣、鈴木直. 2023年まで

の日本におけるがん患者の妊孕性温存治療につい

て: JOFR データを使用した記述研究 第 15 回日

本がん・生殖医療学会学術集会 2025年 2月大阪 

Miyuki Harada Session11 'Benign disease 1: 

Gynecological conditions and Uterus' 「Ferti

lity preservation for patients with endometr

iosis」 8th World Congress of International

 Society for Fertility Preservation 2024 年 1

1月東京 

Miyuki Harada Session12 JSFP(Japan Society 

for Fertility Preservation) Session 「The pu

blic subsidy program as a part of the Resear

ch Promotion Project led by the Japanese Min

istry of Health, Labour and Welfare」8th Wor

ld Congress of International Society for Fer

tility Preservation 2024 年 11月東京 

Miyuki Harada   KSFP-JSFP Joint Session「Jap

an Society of Clinical Oncology Clinical Pra

ctice Guidelines 2024 for fertility preserva

tion in childhood, adolescent, and young adu

lt cancer patients」The 15th Congress of the

 Japan Society for Fertility Preservation 20

25年 2月大阪 

Yoko Urata. Oncofertility registry and netwo

rk in Japan. The 22nd KSFP Annual Conferenc

e, 2024年 12月. Seoul, the South Korea. 

 

Takao Kawai, Miyuki Harada, Yoko Urata, Yuko

 Sanada, Yutaro Kaneda, Yasushi Takai, Yutak

a Osuga, Nao Suzuki Trends in Fertility Pre

servation Treatments for Cancer Patients in 

Japan until 2023 year: Analysis from Japan O

ncofertility Registry 8th World Congress of

 International Society for Fertility Preserv

ation 2024年 11月東京 
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GYN Oncologist's Apprach to Oncofertility, H

ong Kong Fertility Preservation Workshop 202

5, 2025 年 4月. 

Nakamura K, Takae S, Suzuki Y, Iwahata H, Su

gishita Y, Horage Y, Suzuki N . A study on c

ases of discarded frozen ovarian tissue for 

fertility preservation, IFFS World Congress 

2025, 2025 年 4月. 

Uekawa A, Sugishita Y, Nakamura K, Suzuki Y,

 Horage Y, Takae S, Suzuki N. Establishment 

of minimal residual disease (MRD) evaluation

 method using ovarian MRD mouse model of leu

kemia, IFFS World Congress 2025, 2025年 4月. 

Iwahata H, Horage Y, Natsumi Furuya, Nakamur

a K, Suzuki Y, Sugishita Y, Takae S, Kondo 

H, Suzuki N . A Case Report of an HLA-B39 po

sitive Spondylitis Patient Who Achieved Preg

nancy Through ART After Discontinuing Opioid

 Analgesics via Multidisciplinary Treatment,

 IFFS World Congress 2025, 2025年 4月. 

Mio Kobayashi, Yoshikazu Kitahara, Sugishita

 Y, Satoko Osuka, Michio Kitajima, Kazuhiro 

Kawamura, Yoshimasa Asada, Akira Iwase . Out

come of assisted reproductive technology in 

patients with diminished ovarian reserve, IF

FS World Congress 2025, 2025年 4月. 

Kaoru Ito, Takae S, Kanamori R, Suzuki N . S

earch for optimal endocrine environment in m

ouse ovarian tissue transplantation, IFFS Wo

rld Congress 2025, 2025 年 4月. 

Lingbo Meng, Mengyi Yang, Takahashi-Suzuki Y

uki, Sugishita Yodo, Suzuki Nao, Da Li . Tra

nscriptional and spatial analysis of ovarian

 tissue cryopreservation and transplantation

 reveals a role for MitoQ in improving revas

cularization, IFFS World Congress 2025, 2025

年 4 月. 

Suzuki N. Topics on Ovarian Tissue Cryoprese

rvation (Vitrification) and Ovarian Tissue T

ransplantation, IFFS World Congress 2025, 20

25年 4月. 

Suzuki N. Considering better ovarian transpl

antation techniques: What are the challenge

s?, Internatioal Coference on Human fertilit

y Preservation and Advanced Reproductive Med

icine & CSFP Academic Conference, 2025年 5

月. 

Suzuki N. Vitrification of ovarian tissue in

 Japan- Progress in our reserch on ovarian t

issue cryopreservation since 2006, Hands on 

Workshop in Bonn, 2025年 5月. 

上川篤志, 杉下陽堂, 高江正道, 鈴木直. 白血病

マウスモデルにおける微小残存病変（MRD）卵巣モ

デルを用いた MRD 評価法の確立, 第 77 回日本産

科婦人科学会学術講演会, 2025年 5月. 

荒井大智，伊藤滉一郎，叶谷杏子，高江正道，鈴木

直，塚田孝祐. 卵巣組織深部の卵胞を高空間分解

能で描出するための光干渉断層顕微鏡, 第 64 回

日本生体医工学会大会, 2025 年 6月. 

鈴木直. 子宮体癌患者が生児獲得を目指す、妊孕

性温存療法の安全性について-がん・生殖医療の視

点から, 第 22 回日本婦人科がん会議, 2025 年 6

月. 

上田成美, 洞下由記,  東條友紀, 山本紗希, 佐

治正太, 八幡将喜, 古谷菜摘, 平野晶大, 高橋由

姫, 中村健太郎, 竹内淳, 西村陽子, 久慈志保, 

近藤春裕, 杉下陽堂, 大原樹, 柿沼敏行, 高江正

道, 鈴木直. 「Shared Decision making を含め

たコレコンセプションケアの重症性を痛感した乳

がん症例」, 第 392回四水会, 2025年 6月. 

Suzuki N. Oncofertility in Japan:13 years of

 experience  , 5th International Congress of

 Asian Oncology Society &51stAnnual Meeting 

of Korean Cancer Association, 2025年 7月. 

本吉愛, 小泉千恵, 在原卓, 垣本紗代子, 佐々木

美紀, 酒巻香織, 喜多島美奈, 瀧下茉莉子, 田雜
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瑞穂, 中野万理, 黒田貴子, 西川徹, 志茂彩華, 

白英, 川本久紀, 福田護, 鈴木由妃, 杉下陽堂, 

鈴木直, 津川浩一郎. AYA 世代の乳癌患者におけ

る生殖に関する懸念：RCAC 尺度を用いた検討, 第

33 回日本乳癌学会学術総会, 2025年 7月. 

中村健太郎, 古谷菜摘, 遠藤拓, 鈴木由妃, 澤田

紫乃, 岩端秀之, 西村陽子, 洞下由記, 杉下陽堂,

 高江正道, 鈴木直. 当院における妊孕性温存を

目的とした小児卵子凍結の現状, 第 445回神奈川

産科婦人科学会学術講演会, 2025年 7月. 

Suzuki N. Refining Ovarian Transplantation T

echniques in Oncofertility: Current Challeng

es and Future Directions, Kongres Obstetri G

inekologi Indonesia-KOGI)2025, 2025年 7月. 

Nakamura K, Takae S, Kikkawa J, Suzuki Y, Iw

ahata H, Sugishita Y, Horage Y, Suzuki N. Re

asons for the discarding frozen ovarian tiss

ue in fertility preservation, 5th Asian Soci

ety of Fertility Preservation Congress, 2025

年 8 月. 

Kikkawa J, Takae S, Nakamura K, Suzuki Y, Iw

ahata H,Sugishita Y, Horage Y, Suzuki N. A s

tudy of perioperative outcomes in laparoscop

ic oophorectomy for ovarian tissue cryoprese

rvation across diverse treatment backgrounds

 in pediatric patients, 5th Asian Society of

 Fertility Preservation Congress, 2025年 8月. 

Suzuki N. Introduction of ovarian cortex cry

opreservation, the 6th biennial meeting of i

ndonesian association for in Vitro fertiliza

tion, 2025 年 8月. 

Suzuki N. Ovarian Tissue transplantation :wh

en and how, the 6th biennial meeting of indo

nesian association for in Vitro fertilizatio

n, 2025 年 8月. 

Suzuki N. Fertility preservation:Ovarian Tox

icity and Anticancer Drugs., the 6th biennia

l meeting of indonesian association for in V

itro fertilization, 2025 年 8月. 

Suzuki N. Structure, Implementation, and Imp

act of JSFP, Inaugural Meeting 2025 Annual S

cientific Conference of the Taiwan Society f

or Fertility Preservation, 2025年 9月. 

Suzuki N. Recent Advances in Female Fertilit

y Preservation, Inaugural Meeting 2025 Annua

l Scientific Conference of the Taiwan Societ

y for Fertility Preservation, 2025年 9月. 

Arai D, Ito K, Kanaya M, Takae S, Suzuki N, 

Tsukada K. Optical coherence microscopy for 

high-resolution imaging of follicles in deep

 ovarian tissues, IUPESM World Congress on M

edical Physics and Biomedical Engineering 20

25, 2025年 9月. 

鈴木直. 本邦におけるがん・生殖医療の現状と次

の課題, 第 5 回若手交流会 九州の遺伝医療ば盛

り上げようで会, 2025年 10月. 

吉川純弥, 中村健太郎, 鈴木由妃, 岩端秀之, 杉

下陽堂, 洞下由記, 近藤春裕, 高江正道, 鈴木直.

 小児・思春期患者における腹腔鏡下卵巣摘出・凍

結術の周術期安全性に関する後方視的検討, 第 15

0回関東連合産科婦人科学会, 2025年 10月. 

"Kamoi C, Fujii N, Kashino C, Suzuki N, Inam

oto Y, Fukuda T 

. Interview survey in patients who gave birt

h after hematopoietic cell transplantation, 

第 87回日本血液学会学術集会, 2025年 10月." 

鈴木直. 新規抗がん剤の性腺毒性に関する基礎と

臨床のギャップについて, 第 63 回日本癌治療学

会学術集会, 2025年 10月. 

鈴木直. 小児・AYA 世代がん患者等の妊孕性温存

に関する診療ガイドライン改訂のポイント, 第 63

回日本癌治療学会学術集会, 2025年 10月. 

鈴木直. がん・生殖医療における卵巣組織凍結と

卵巣移植の課題と今後の展望, 神戸オンコファー

ティリティ特別講演会, 2025 年 10月. 

八牧愉二, 長友公美絵, 稲葉雅子,穂坂翔, 鈴木
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涼子, 福島紘子, 高江正道, 鈴木直, 高田英俊 .

 卵巣組織凍結保存のための化学療法中の施設間

移動は小児がん患者において安全に実施可能であ

る :単施設報告, 第 67回日本小児血液・がん学会

学術集会, 2025年 11月. 

鈴木直. 小児・AYA世代がん患者に対するがん・生

殖医療-卵巣組織凍結・移植に関する最新の話題-,

 宮崎大学がんセンター 医療連携講演会, 2025年

12 月. 

鈴木直. 血液がんの妊孕性温存療法について, 第

2 回がん・生殖医療専門心理士研修会, 2025年 12

月. 

Suzuki N. Current Issues In Fertility Preser

vation in Gynaecologiｃ Cancer Pattients, AG

OICON2025, 2025 年 12月. 

Suzuki N. Career opportunities:IGCS Perspect

ive, AGOICON2025, 2025年 12月. 

鈴木直. がん・生殖医療に関する最新の話題とそ

の課題, 鳥取婦人科癌セミナー, 2026年 1月. 

鈴木直. 血液疾患とがん・生殖医療―最近の深化

と課題 , 令和 7 年度第 3 回造血幹細胞移植セミ

ナー, 2026年 1月. 

木山崇, 慶野大, 河内彰人, 君塚優, 涌井直人, 

廣田恵璃, 入倉朋也, 林亜揮子, 岩﨑史記, 横須

賀とも子, 後藤裕明, 高江正道, 鈴木直, 湯村寧,

 岩端威之, 栁町昌克. 小児造血細胞移植症例に

おける妊孕性温存の後方視的検討, 第 48 回日本

造血･免疫細胞療法学会総会, 2026年 2月. 

山谷佳子, 亀口憲治,猪口浩伸,小林千夏,,洞下由

紀, 鈴木直 . がん治療後のセクシャル・リプロダ

ックティブ・ヘルス・ライツ（SRHR)に関する重要

他者と関係性の変遷ーFIT(家族イメージ法）をし

ようして, 第 23回日本生殖心理学会学術集会, 2

026 年 2 月. 

鈴木直. がん・生殖医療における、将来こどもを

授かる選択枠にかんする意思決定支援 , 令和 7

年度県民公開講座   ”その先”を考える医療へ 

～若年がん患者支援と妊孕性温存～, 2026年 2月. 

鈴木直. がん・生殖医療の現状と課題, 令和 7年

度県民公開講座   ”その先”を考える医療へ ～

若年がん患者支援と妊孕性温存～, 2026年 2月. 

鈴木直. 小児・AYA 世代がん患者における凍結卵

巣組織を用いた卵巣移植に関する最新の話題, 名

古屋大が大学院基礎医学特論, 2026年 2月. 

鈴木直. 抗がん剤の性腺毒性に関する最近の話題,

 第 16回日本がん・生殖医療学術集会, 2026年 2

月. 

上川篤志, 井上古都, 迎あずさ, 杉下陽堂, 中村

健太郎, 鈴木由妃, 洞下由記, 高江正道, 鈴木

直 . 卵巣内微小残存病変の白血病モデルマウス

を用いた非侵襲的な検出法の開発, 第 16 回日本

がん・生殖医療学術集会, 2026年 2月. 

迎あずさ, 上川篤志, 井上古都, 岩端秀之, 杉下

陽堂, 鈴木由妃, 中村健太郎, 洞下由記, 高江

正道, 鈴木直 . チロシンキナーゼ阻害剤ダサチ

ニブによる卵子成熟異常, 第 16回日本がん・生殖

医療学術集会, 2026年 2月. 

森田明里, 中村健太郎, 吉川純弥, 鈴木由妃, 杉

下陽堂, 洞下由記, 高江正道, 山谷佳子, 安岡稔

晃, 萩原康子, 寺下友佳子, 佐藤美紀子, 森定徹,

 三善陽子, 寺内公一, 向井幹夫, 鈴木直 . 小児

がん経験者における移行期医療普及のための資材

開発, 第 16回日本がん・生殖医療学術集会, 202

6年 2月. 

吉田高士, 洞下由記, 森田明里, 吉川純弥, 中村

健太郎, 鈴木由妃, 岩端秀之, 杉下陽堂, 柿沼敏

行, 高江正道, 鈴木直 . がん・生殖医療におけ

る死後生殖の是非についての一般市民に対する意

識調査研究, 第 16回日本がん・生殖医療学術集会,

 2026年 2月. 

山谷佳子, 猪口浩伸, 岩端秀之, 森田明里, 中村

健太郎, 鈴木由妃, 杉下陽堂, 洞下由記, 高江正

道, 鈴木直 . がん治療時に妊孕性の危機（定価・

喪失）を体験した女性がん患者のニーズ, 第 16回

日本がん・生殖医療学術集会, 2026年 2月. 

本吉愛,小泉智恵, 鈴木由妃, 杉下陽堂, 鈴木直,
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 津川浩一郎, 洞下由記, 中村健太郎. 日本簿版 R

CAC 尺度を用いた若年乳癌患者における生殖に関

する懸念に評価, 第 16回日本がん・生殖医療学術

集会, 2026年 2月. 

鈴木直. 生まれてくるこどものための医療に関わ

る生命倫理の諸題, 令和７年度（第 60回）長崎県

医師会母体保護法指定医師研修会, 2026年 2月. 

鈴木直. 妊よう性温存とその選択肢～がん・生殖

医療の最新の話題, 公益財団保人 SGH 財団 第 24

回市民公開講座, 2026年 3 月. 

鈴木直. がん・生殖医療の現状とその後の課題, 

妊娠期がんシンポジウム 2026 ―みんなで守ろう

2 つの命, 2026年 3月. 

Miyuki Harada. Oncofertility in Japan. MDT S

ymposium on Female Fertility Protection and 

Preservation Conference hosted by Chongqing 

Reproductive Health Association. 2025 Sep. W

eb 

Miyuki Harada. Fertility preservation in Jap

an - for cancer patients and beyond. The 24t

h Biannual Conference of Korean Society for 

Fertility Preservation. 2025 Nov. Seoul 

原田美由紀．「妊孕性温存療法―診療の実際から最

新の話題まで―」．AYA世代のがん治療について考

える会．2025年 4月．東京 

原田美由紀．「がん・生殖医療ーわが国における実

態から当院における運用の実際までー」．杏林大学

がんセンター主催院内講演会．2025 年 10 月．東

京, 10月 

原田美由紀．「生殖細胞凍結保存と妊孕性温存：そ

の意義と課題」．第 51回日本低温医学会総会．202

5 年 11月．東京 

原田美由紀．「妊孕性温存」．2025年度東大病院が

ん医療アップデートシリーズ第 8 回．2025 年 11

月．東京 

原田美由紀．「東京都がん・生殖医療連携ネットワ

ークの活動と取り組み」．2025年度大阪がん・生殖

医療ネットワーク 講演会．2025年 11月．大阪 

原田美由紀．「東京都がん・生殖医療連携ネットワ

ークの活動と取り組み」．第 10 回埼玉県がん・生

殖医療ネットワーク．2026 年 1月．埼玉 

原田美由紀．「JOFRの意義と展望」．第 16回日本が

ん・生殖医療学会．2026年 2月．奈良 

浦田陽子．一般社団法人日本女性薬剤師会 2025年

度臨床薬学研修会 婦人科ファーマシューティカ

ルケア婦人科専門領域研修－３ 不妊症と不妊治

療－保険診療から妊孕性温存まで－．2025年 10月．

オンライン（Zoomウェビナーオンライン研修） 

浦田陽子．第 30回日本生殖内分泌学会「卵巣組織

凍結による妊孕性温存」．2025年 11月．東京 

浦田陽子．2025年度第 3回東京都がん・生殖医療

連携ネットワークセミナー第 2 部がん・生殖医療

連携セミナー講座「妊孕性温存療法の基本とカウ

ンセリングの実際」．2026 年 1月．東京 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 

無し 

 2. 実用新案登録 

無し 

 3.その他 

特記すべき事項なし 


